
 
 

  

 

 

公共事業評価の流れ 
 

 

 

 

   

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

                   ※総事業費10億円以上の事業については、妥当性を中心に 

公共事業評価監視委員会から意見を聴取 

 

  

 

 

 

 

  

 

                               

 

 

                                                       

                                                           

                           ※公共事業評価監視委員会から意見を聴取 

 

 

 

 

 

 

                               ※整備計画とは、地域自らが政策 

                                目標を設定し、その目標を達成 

                                するために必要な個別事業をパ 

                                ッケージ化した計画 

                                この計画に対し、国の交付金が 

                                配分される。 

                                                           

                             ※公共事業評価監視委員会に諮る 

新規事業 

・総事業費５千万円以上か 

・工期が複数年か 

新規事業の要求 

事前評価の 

対象外 

・事業採択後５年経過（評価実施後５年経過） 

・社会的状況の変化等 

事業中評価 
・各事業の継続、中止についての評価 

事業の継続 

事
前
評
価
（
個
別
事
業
） 

事
後
評
価
（
整
備
計
画
） 

ＮО 

ＹＥＳ 

事前評価 

 

事
業
中
評
価
（
個
別
事
業
） 

 交付金の整備計画の事後評価 

 複数の個別事業をパッケージ化した整備計画（計画 

期間５年程度）の完了後、事後評価を実施する。 

事業の中止 

新規要求 

しない 

 

事業の完了 

優先度 

・必要性 

・緊急性 

・重要性 

・熟度 

・費用対効果 

妥当性 

・事業主体 

・費用対効果 

・環境への影響 

・事業内容 

・政策等への貢献 

主に第１回監視委員会 

第３回監視委員会 

詳細審議 

案件の審議 

※詳細審議がある場合 

第２回監視委員会 

現地調査 

第３回監視委員会 
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その他 ・上記によらず、対応方針案について、個別に委員会に諮るもの。

継続B
・事業期間に５年を超える遅れが生じているものの、事業遂行に向けた課題等については概ね解決済
み又は解決の見通しがあり、事業の効果等から判断して継続とする。

継続C
・事業を巡る社会経済情勢等の変化、費用対効果、様々な課題等により、計画を大幅に見直したうえ
で、事業を継続することが妥当と判断されるもの。

中 止 ・事業中評価の視点に照らして、事業の継続が妥当ではなく、事業を中止するもの。

（別表）公共事業 【事業中評価】における 評価区分と評価基準

評価区分 評　価　基　準

継続A
・計画通り進んでおり継続とする。
・事業期間に５年以内の遅れが生じているものの、事業遂行に向けた課題等については概ね解決済
み又は解決の見通しがあり、事業の効果等から判断して継続とする。

【予算措置】、【用地交渉（移転補償、共有地、相続）】等に係る遅れ。

【他施設管理者（鉄道、電線、水道）との協議・調整】、【埋蔵文化財調査】による遅れ。

【工事実施上の対策】による遅れ。

工事実施上の対策の例

・自然災害（豪雨災害や地すべり災害等）の復旧及び対策

・軟弱地盤対策

・構造物の変更（盛土構造から橋梁構造への変更、橋梁形式・構造の変更）等

・整備形態の変更（現道拡幅からバイパスへの変更）

・事業の目的や投資効果等に変化があり、事業の変更や縮小等が考えられるもの

等、事業の経過期間に関わらず、事業中評価を実施する必要が生じると判断されるもの

※継続C「計画の大幅な見直し」の例

※継続A及び継続B遅れの例
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その他 ・上記によらず、対応方針案について、個別に委員会に諮るもの。

継続C
・事業を巡る社会経済情勢等の変化、費用対効果、様々な課題等によ
り、計画を大幅に見直したうえで、事業を継続することが妥当と判断さ
れるもの。

中 止 中 止
・事業中評価の視点に照らして、事業の継続が妥当ではなく、事業を
中止するもの。

公共事業 【事業中評価】 における評価区分と評価基準

　　　（別表）公共事業 【事業中評価】における 評価区分と評価基準

参考
実施要領及び
細則上の区分

評価区分 評価基準

見直し継続

継続

継続A

・計画通り進んでおり継続とする。
・事業期間に５年以内の遅れが生じているものの、事業遂行に向けた
課題等については概ね解決済み又は解決の見通しがあり、事業の効
果等から判断して継続とする。

継続B
・事業期間に５年を超える遅れが生じているものの、事業遂行に向け
た課題等については概ね解決済み又は解決の見通しがあり、事業の
効果等から判断して継続とする。

１．「県土整備部公共事業評価実施要領細則」へ、事業中評価における評価区分と評価基準を位置づける。

細則 第２条（評価の進め方）

（１）イ（ア）検討会議は事業中評価を実施し、・・・ 別表の評価区分及び評価基準により、対象事業の・・・・

２．「別表」として、今回見直した評価区分と評価基準を定めるものとする。

見直し後

( ｉ )

(ⅱ)

(ⅲ)

( ｉ )

(ⅱ)

( ｉ )

(ⅱ)

(ⅲ)

　

予算措置が困難な事由により、５年以上遅れるもの

公共事業 【事業中評価】 総合評価

公共事業 【事業中評価】 総合評価の基準

継　ａ
ほぼ計画どおりであり、特に課題もないため継続とする
（次のいずれかに該当するもの）

当初又は前回評価時計画どおりに進んでいるもの

当初又は前回評価時計画に対して、用地取得や工事実施上の対策、
関係機関との調整等の事由により１～２年遅れるもの

予算措置が困難な事由により、１～４年遅れるもの

継　b
若干の遅れや課題等があるものの、解決の見通しがあり事業の効果等から
判断して継続とする（次のいずれかに該当するもの）

当初又は前回評価時計画に対して、用地取得や工事実施上の対策、
関係機関との調整等の事由により３～４年遅れるもの

中 止 事業を中止するもの

継　c
計画より相当の遅れや様々な課題等があるため、必要な措置を講じたうえ
で事業の効果等から判断して継続とする（次のいずれかに該当するもの）

当初又は前回評価時計画に対して、用地取得や工事実施上の対策、
関係機関との調整等の事由により５年以上遅れるもの

事業の目的あるいは投資効果等に変化があり、計画の一部変更・縮小
等が考えられるもの

地元において、事業の目的、社会的意義への疑問視から反対を唱える
ものがいるもの

総合評価の対象案件：事業の投資効果について妥当と判断されたもの

貨幣換算による費用便益分析が可能な項目、及び貨幣換算する手法が確立されていない

項目について、事業により得られる効果を評価し、投資効果から見た事業継続の妥当性を判

断。

・事業の投資効果について、妥当と判断された事業について、

事業の進捗状況に応じ、以下の基準に基づき総合評価を行う。

見直し前

５区分

評価区分と評価基準の見直し 新旧対照表

【予算措置】、【用地交渉（移転補償、共有地、相続）】等に係る遅れ。

【他施設管理者（鉄道、電線、水道）との協議・調整】、【埋蔵文化財調査】による遅れ。

【工事実施上の対策】による遅れ。

工事実施上の対策の例

・自然災害（豪雨災害や地すべり災害等）の復旧及び対策

・軟弱地盤対策

・構造物の変更（盛土構造から橋梁構造への変更、橋梁形式・構造の変更）等

・整備形態の変更（現道拡幅からバイパスへの変更）

・事業の目的や投資効果等に変化があり、事業の変更や縮小等が考えられるもの

等、事業の経過期間に関わらず、事業中評価を実施する必要が生じると判断されるもの

※継続C「計画の大幅な見直し」の例

※継続A及び継続B遅れの例

実施要領の事業中評価対象案件（社会経済情勢等の変化

などにより事業中評価を実施する必要がある場合は、経過

期間にかかわらず事業中評価を実施）と整合

暫定２車線⇒完成４車線整備への見直しや、保全対象区域の見直

し等に伴う事業区間の大幅な縮小を含み、事業区間の擦りつけや、

用地課題等による法線の一部変更は含まない。

９区分



令和６年度のスケジュール（案） 

 
時  期 審 議 内 容 

 

 

８月 30 日（金） 

 
 
第１回公共事業評価監視委員会 

 ・事業中評価対象事業の審議 

（42 事業※県土 37、農林 4、天童市 1） 

 ・詳細審議案件の抽出 

 

 
 
 

 

 

10 月中旬 

 

 
 
第２回公共事業評価監視委員会 

 ・詳細審議案件の審議  
 ・現地調査  
 
 
 
 

 

 

11 月下旬 

 

 

 

 

 
 
第３回公共事業評価監視委員会 

 ・新規事業箇所について、事前評価対象事業の審議 

  （対象：総事業費 10 億円以上の事業） 

 ・整備計画評価について、 

  事業中・事後評価対象計画の審議 

（10 事業※県土 9、農林 1） 

 ・事業評価対象事業の審議結果のとりまとめ 

 ・意見のとりまとめ 
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